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国人住民数」も増加しており、平成 28年１月１日現在で 24,329人、その国籍も 114ヶ国と多












































































































































　平成 28年 4月 2日（土）に、株式会社 URコミュニティ支援企画室より２名、講師候補者３
名と筆者にて打合せ会議を行い、以下を確認した。
１）具体的支援内容について






















































































































































 1） 既に 1970年代から様々な研究があり、それをまとめた研究においても課題が指摘されている。
 松本恭子（2004）「年少者日本語教育研究の動向と課題」（2004年日本語教育学会研究集会－第 1回－
発表予稿（http://www.kikokusha-center.or.jp/resource/ronbun/kakuron/31/031.pdf最終閲覧日：2016










 3） 臼井智美『ことばが通じなくても大丈夫！ 学級担任のための外国人児童生徒サポートマニュアル』明治
図書 pp.38-39等を参照したが、現場に合わせ、オリジナルの「個人カルテ」を作成した。
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